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バルセロナ大都市圏における人口流入の出生力への影響

竹　　中　　克　　行 *

Reflexiones sobre la Inmigraci�n en la Regi� Metropolitana de Barcelona 

como Factor Diferencial de la Fecundidad

Katsuyuki TAKENAKA*

Resumen
　　Este art�culo constituye una serie de reflexiones sobre la inmigraci�n en la Regi� Metropolitana 

de Barcelona, siendo el objetivo central el analizar el peso de los inmigrantes como factor diferencial 

de la fecundidad, sin aislarlo de otros factores explicativos de car�cter tanto demogr�fico como 

socioecon�mico.  A tal efecto, el art�culo se estructura en las siguientes partes :

　　Primero, tras un repaso a los estudios m�s destacados que se han realizado en Espa�a en rela-

ci�n con el tema aqu� planteado, se hace una exposici�n breve de la evoluci�n de la inmigraci�n y su 

distribuci�n geogr�fica en la zona objeto de estudio.  De esta manera, se enmarca el presente trabajo 

en el contexto de la consolidaci�n de la Regi�, en un per�odo en que pasadas las d�cadas de fuerte 

desarrollo industrial e inmigraci�n masiva los inmigrantes ya ocupan una posici�n s�lida en la 

sociedad metropolitana.

　　A continuaci�n, se procede a la estimaci�n de la fecundidad transversal seg�n origen geogr�fico 

en Barcelona capital, para lo cual se ha calculado el �ndice de fecundidad general utilizando el m�todo 

que desarroll� en los a�os 1960 un grupo de la Universidad de Princeton.  Los valores calculados 

muestran con nitidez que a la altura de 1990 siguen existiendo diferencias claras en fecundidad entre 

los distintos grupos, y que �stas constituyen un reflejo fiel de los comportamientos reproductivos en 

sus respectivas regiones de origen.  Con todo, las diferencias eran mucho m�s acusadas en 1970, 

momento en que la afluencia inmigratoria a�n estaba en su fase culminante.  Tras realizar un an�lisis 

sobre el origen de los c�nyuges al contraer el matrimonio, se llega a la conclusi�n de que el cambio 

apuntado se debe, al menos en parte, a la disminuci�n de matrimonios endog�micos, con la 

consiguiente reducci�n del n�mero de hijos que tienen padres de un mismo origen.

　　Despu�s, la incidencia de la inmigraci�n en la fecundidad se contrasta con otros factores 

explicativos.  Para ello, se ha llevado a cabo un an�lisis de regresi�n m�ltiple sobre la fecundidad 

longitudinal, calculada para los municipios de la Regi�.  Este an�lisis ha permitido detectar, adem�s de 

la inmigraci�n de la zona de alta fecundidad, tres variables determinantes　: peso relativo de las 

solteras, nivel de instrucci�n de las mujeres y tasa de actividad femenina.  La fuerza explicativa de 

cada una, sin embargo, cambia de una cohorte a otra　: el origen geogr�fico pierde importancia seg�n 

desciende la generaci�n, mientras que el estado civil aumenta su peso.  Por otro lado, el nivel de 

instrucci�n muestra una fuerza considerable en la cohorte nacida en la  d�cada de los 1950, a lo que ha 
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I．序　　論

　1）研究の意義

　スペインにおける人口転換，とくに出生力低下

の地域差については，Leasure（1962／ 1963），Livi 

Bacci（1968），Nicolau Nos（1990）を代表例とす

る先行研究の蓄積がみられる。竹中（1997）では，

それらを発展させるかたちで，出生力の地域差を

都市・農村間格差および社会経済的格差と関係さ

せつつ考察した。

　竹中（1997）の結論を改めて要約すれば，次の

ようになる。すなわち，都市・農村間格差につい

ては，都市化が出生力低下をある程度促してはい

るとはいえ，県や地方といった大きな地域の差の

ほうがはるかに重要であることがわかった。また

社会経済的格差については，主要都市を分析単位

とするかぎり，女子労働の出産抑制効果がみられ

るものの，教育水準と職業構造の明確な影響は認

められなかった。

　竹中（1997）で得られたいまひとつの結論は，

出生力が早期に低下した地域でも，19 世紀以降の

スペインの産業化を牽引したカタルーニャ地方を

中心とする東部沿岸や，首都圏として急激な成長

をみたマドリード（図 1）は，1960 年代の高度成

長期に南部の高出生力地域から活発な人口流入を

受けた結果，逆に出生力を反転上昇させたという

ことであった。とくに，カタルーニャ地方では，

竹中（1999，45―46）でも論じたように，出生力低

下と高出生力地域からの人口流入が，民族主義的

な立場からカタルーニャ民族の存亡を憂う議論の

流 れ を 生 み 出 し（Vandell�s i Sol� 1935；Pujol 

1976），これを社会学者 de Miguel（1984， 95―112）

は「人口学的カタルーニャ・ナショナリズム」と

よんでいる。

　以上のように，カタルーニャ地方，とりわけそ

の中心をなすバルセロナ大都市圏は，出生力低下

を早期に経験した地域でありながら多数の高出生

力地域出身者を内包するという意味で，スペイン
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contribuido probablemente la modernizaci�n de la educaci�n formal, as� como una mayor escolariza-

ci�n femenina a partir de los a�os 60.  Y ya en la cohorte de los a�os 60, la participaci�n femenina en 

el mercado laboral constituye un factor adicional que propicia la bajada de la fecundidad, aunque, 

dada su edad en el momento de la investigaci�n, a�n se desconoce la descendencia final que pueda 

alcanzar esta generaci�n..

　　Finalmente, la distribuci�n territorial de la fecundidad longitudinal refleja no s�lo el legado de la 

inmigraci�n, sino el alejamiento progresivo del lugar de residencia que eligen las generaciones 

j�venes para la formaci�n de su familia.  Se constata asimismo la existencia de algunos subgrupos de 

poblaci�n cuyo nivel de fecundidad escapa a las pautas generales recogidas por el an�lisis de regre-

si�n.  De �stos los m�s destacados son　: el familiar acomodado con un nivel de fecundidad 

sensiblemente superior al esperado y el c�ntrico densificado con caracter�sticas justo opuestas a las 

del anterior subgrupo.

　　Los resultados de esta investigaci�n indican que, a pesar del indudable impacto que ha dado la 

inmigraci�n a la fecundidad de las generaciones antiguas, los diferentes comportamientos 

reproductivos seg�n origen geogr�fico han venido perdiendo paulatinamente su importancia, para lo 

cual ha sido de importancia vital el cese de la afluencia inmigratoria, acaecido justo en un per�odo en 

que los cambios en la actitud ante la formaci�n de la familia y la distribuci�n de roles entre los g�-

neros son m�s acusados que nunca.

Palabras clave： fecundidad，inmigraci�n，origen geogr�fico，Regi� Metropolitana de Barcelona

キーワード：出生力，人口流入，出身地，バルセロナ大都市圏



の地域間にみられる出生力格差の縮図になってい

るともいえる。このことから，バルセロナ大都市

圏に絞った分析を通じて，出身地集団による出生

力の差について，より深い知見が得られることが

期待される。

　他方，1979 年に発足したカタルーニャ自治州1）

に併設されているカタルーニャ統計院は，1980 年

代以降，自治州内に関しては国の機関であるスペ

イン統計院よりも詳細な統計データを公表するよ

うになった。とくに，本稿との関係では，わが国

の市町村に相当する基礎行政体2）ごとに，出生児

数や出身地を含む年齢別の統計データを提供して

いることの意味は大きい。これによって，出生力

の説明変数の質を竹中（1997）から大幅に改善し，

より直接的な実態把握を試みることが可能となっ

た。
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図　1　スペインの大地域と出生力水準（1991 年）．

Fig.　1　Macro-regiones de Espa�a y su nivel de fecundidad．
（Fuente，Instituto Nacional de Estad�stica　: Censo de poblaci�n, 1991　; Instituto Nacional de Estad�stica　: Movimiento 
natural de la poblaci�n espa�ola, 1991）



　もとより，カタルーニャ地方における出身地集

団と出生力の関係は，現地の研究者のあいだでも

たびたび研究の対象となってきた問題である。低

出生力をカタルーニャ民族に固有の特徴とみなし

た Vandelll�s i Sol�ら の 議 論 に た い し て，S�ez

（1980）は流入者が労働者階級の底辺を構成してい

る以上，出生力の差は民族的なものではなく，社

会経済的構成の違いにすぎないのではないか，と

いう疑問を提起した。同じころ，Pinilla de las 

Heras（1979，35―60）は，カタルーニャ地方 13 市

でのインタビュー調査をもとに，出生力を出身地

および社会階層の両次元から分析した。出生力の

問題を実証的立場から扱った Pinilla de las Heras 

の研究は，当時としては先駆的な業績であったが，

対象世代を特定せず，父親の出身地のみから出身

地集団を捉えるなど，方法・概念ともに厳密さを

欠いていたことは否めない。さらに，Sarrible 

Pedroni（1987，1991，78―150）は，主として出身

地および職業と出生力の関係を分析したが，対象

がバルセロナ市に限定されているうえ，1981 年時

点の年齢別データから生涯を通じた出産行動を解

釈するなど，方法論的な無理も目立つ。

　1990 年代に入ると，現地における出生力研究は，

方法面で格段の進歩をみせるようになる。スペイ

ン統計院の「社会人口調査」（1991 年）の集計結

果を利用した Solsona et al．（1995）は，出身地集

団別に婚姻，教育，就業，出身地・居住地の人口

規模と出生力の関係を分析するとともに，出産時

期が地理的移動から受ける影響にも論及している。

しかし，分析対象が 40 代女子に限定されているた

め，出生力の世代間変化は明らかになっていない。

さらに，Reca�o i Valverde i Luxan i Serrano

（1997）は，1991 年国勢調査報告を利用して出生

力と出身地，婚姻，教育，就業などの関係を論じ

ているが，それら変数の相対的な強さに関する考

察には及んでいない。Cabr� y Pujadas R�bies

（1987）と Cabr�（1999）は，カタルーニャ人口の

再生産を，人口移動を考慮に入れつつスペインお

よびフランスと比較分析したもので，出生力研究

にとっても参考になる点は多いが，出身地集団に

よる格差そのものを扱っているわけではない。ま

た，以上にあげた研究はいずれもカタルーニャ内

部の地域差をほとんど扱っておらず，わずかに

Reca�o i Valverdeらの研究が郡別の出生力分布に

触れている程度である。

　2）分析課題

　以上のような研究状況をふまえ，本稿ではカタ

ルーニャ地方への人口流入の中心であるバルセロ

ナ大都市圏を対象地域として，人口流入が出生力

に及ぼす影響とその世代による変化を分析すると

ともに，大都市圏内部の出生力の地域差を明らか

にすることを目的とする。具体的には，以下のよ

うな課題を設定する。

　第一に，予備的考察として，対象地域であるバ

ルセロナ大都市圏について地理的な位置と形成史

を概観したのち，高出生力地域からの流入者の地

域的分布と年齢構造を検討する（Ⅱ章）。

　第二に，バルセロナ大都市圏の中心都市である

バルセロナ市を取り上げ，両親の出身地別に期間

出生力を推計することにより，出身地集団間の出

生力格差を明らかにする。また，婚姻を通じた出

身地集団の出生力への影響についても併せて考察

する（Ⅲ章）。

　第三に，コーホート出生力の規定要因とその世

代間変化を明らかにするために，バルセロナ大都

市圏の基礎行政体を単位地域とする重回帰分析を

おこなう。そのさい，人口流入の影響とともに社

会経済的その他の規定要因を考慮する。さらに，

分析結果をふまえつつ，コーホート出生力の地域

的分布に関する説明を試みる（Ⅳ章）。

　資料としては，国勢調査報告をおもに使用し，

人口自然動態統計，婚姻統計も適宜用いる。スペ

インの国勢調査は，10 年間隔で 1 の位が 1 の年に

実施されているため，竹中（1997）で用いた資料

に加えてカタルーニャ統計院の詳細なデータが利

用できるのは，1991 年国勢調査に限られる。この

ため，本稿の考察の大部分は 1991 年時点の状況に

対応したものになるが，人口自然動態統計の利用

やコーホート分析を通じて，過去の出産行動にも

可能なかぎり遡及する。

　なお統計資料の入手先は，カタルーニャ統計院，

バルセロナ統計資料センターおよびスペイン統計
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院の 3 か所であるが，カタルーニャ統計院資料が

相当割合を占めるので，本文中ではそれ以外のも

のを使用するときのみ，資料源に言及する。

II．バルセロナ大都市圏への人口流入

　1）バルセロナ大都市圏の形成

　バルセロナ大都市圏は，スペイン北東部カタ

ルーニャ自治州の州都，バルセロナ市を中心とす

る人口 426 万人（1991 年）の大都市圏である。そ

の地理的範囲は，カタルーニャ自治州を構成する

4 県のひとつ，バルセロナ県の地中海に近接する

7 つの郡3）の全域で，総面積は 3,236　km2 である

（図 2）。

　バルセロナ市を中心とする周辺一帯の産業化・

都市化は，19 世紀以降，ガラフ山塊からムネグラ

山地に至る沿岸山系を挟んで，沿岸部と内陸部に

大きく 2 分されるかたちで進んできた（図 3）。沿

岸部では，隣接集落を呑み込んで飛躍的な発展を

とげたバルセロナ市をはじめ，マタロ（基礎行政

体番号 57）4），ビラノーバ・イ・ラ・ジャルトゥル

（45）などの都市が近代産業の勃興をみるいっぽう，

内陸部の前沿岸低地においても，2 大繊維業都市，

サバデイ（81）とタラッサ（86）を中心に独自の

発展がみられた。

　これら 2 地域は，リュブラガット川・バゾス川

沿いの，現国道 NII 号線・N152 号線に相当する交

通路によって古くから結ばれてきた。しかし，日

常生活圏としての一体性が生まれるのは，1960 年

代の高度成長期以降，市街地の飛躍的拡大に伴っ

て高速道路網を中心とする高速交通手段が整備さ

れたのちのことである。竹中（1996）で明らかに

したように，この時期のバルセロナ大都市圏はス

ペイン最大の総合工業地域へと発展を遂げ，労働

力需要の急増が地方外からの活発な人口流入を引

き起こした。

　1970 年代のエネルギー危機を契機にそれまで

の製造業中心の産業化が行き詰まりをみせると，

地方外からの人口流入は激減する。しかし，都心

部のサービス化と工場の郊外への分散，さらには

郊外，とくに山沿いでの一戸建ち宅地の開発が交

通網の整備と相俟って，日常生活圏をさらに拡大

させた。今日では前沿岸低地に点在する郡都やそ

の他の中小都市も，バルセロナ市の勢力下に緩や

かに統合されるにいたっている5）。

　他方，面積わずか 100　km2 と市域の狭小なバル

セロナ市は，拡大した日常生活圏に行政地域を一

致させるべく，近隣基礎行政体との連携によりバ

ルセロナ都市連合体 Corporaci� Metropolitana 

de Barcelona（以下，都市連合体と略す）を発足

させた（1974 年）。しかし 1980 年代，日常生活圏

としてのバルセロナが前沿岸低地へと拡大するに

いたり，都市連合体は解体されて行政領域別の組

織に移行するとともに，地域計画や学術調査の枠

組みとしては本稿でも採用しているバルセロナ大

都市圏 Regi� Metropolitana de Barcelona（以下，

大都市圏と略す）の概念が頻用されるようになっ

た6）。ただし，早くからバルセロナ市の影響下に

取り込まれ，おおむね連坦した市街地となってい

るのは，やはり都市連合体の内側であるので，本

稿においても，大都市圏とともに必要に応じて都

市連合体の範囲に言及する。

　基礎行政体を単位地域とする集計データを利用

するさいに問題となるのは，基礎行政体の人口規

模がきわめて不均一なことである。じっさい，大

都市圏内には 1991 年時点で 58 人を最小例として，

人口 2,000 人未満の基礎行政体が 54 も存在する。

このような小規模基礎行政体では，統計分析のさ

いに局地的な事情を反映する特異値が頻出し，一

般的原理にもとづく解釈がしばしば困難となる。

Ⅳ章でおこなう年齢 5 歳階級別女子人口の分析に

おいて，各階級を少なくとも 100 人前後の規模に

保つには，基礎行政体としては 2,000 人程度の人口

は必要である。そこで本稿では，Pujadas i R�bies 

i Mendiz�bal（1991），Ajenjo et al．（1993）ら 現

地研究者がこうした問題を解決するために採用し

た方法を参照して，各郡を構成する基礎行政体の

うち人口 2,000 人未満のものを一括集計した。なお，

バシュ・リュブラガット郡およびガラフ郡につい

ては，人口 2,000 人未満の基礎行政体の人口を合計

してもなおこの数字に満たないが，やむをえずそ

のまま分析に投入することにした。

　

６２―　　―



６３―　　―

図　2　バルセロナ大都市圏の行政区分．

Fig.　2　Divisi�n administrativa de la Regi� Metropolitana de Barcelona．



　2）高出生力地域からの人口流入

　バルセロナ大都市圏への人口流入の経年的推移

や流入者の出身地は，すでに竹中（1996）のなか

で相当程度明らかになっている。ここでは，出生

力に強く影響すると考えられる高出生力地域から

の人口流入に絞って，若干の検討を加えておきた

い。

　まず，そもそも高出生力地域とはどの範囲を指

すのかを明確にする必要があろう。そのために，

竹中（1997）で明らかになった出生力低下の地域

的展開をふまえてスペインを 7 つの大地域に区分

し7），各大地域について，1991 年時点における合

計出生率と 45 ～ 49 歳女子の平均既往出生児数8）

をスペイン統計院資料にもとづいて算出した（図

1）。

　その結果，大地域Ⅰカタルーニャのほか，Ⅱ東

部，Ⅲ北部およびⅣ内陸北部も，合計出生率 1.07

～ 1.34，平均既往出生児数 2.29 ～ 2.46 と，相対的

に低水準の出生力を示していることが判明した。

とくに北部は，スペインで出生力低下がもっとも

早期に進んだカタルーニャを追い越して，いずれ

の指標においても最低値となっている。ただし，

これにはカタルーニャの出生力水準が高出生力地

域からの人口流入を受けて反転上昇したことが影

響している。対照的に，Ⅴ内陸南部，Ⅵエストレ

マドゥーラおよびⅦ南部は，合計出生率 1.58 ～

1.62, 平均既往出生児数 2.71 ～ 2.90 と，きわだった

高出生力地域を構成している。そこで，以下にお

いては，あとにあげた 3 つの大地域を高出生力地

域，それ以外の 4 つを低出生力地域と位置づける

ことにする。

　次に，高出生力地域からの流入者の地域的分布

をみるために，各基礎行政体について高出生力地

域出身者が全人口に占める割合を計算した。その

結果，バルセロナ市郊外の基礎行政体でもっとも

高く，その両側，つまりバルセロナ市そのものと

大都市圏縁辺で低い値を示すという分布パターン

が見出された（図 4）。より具体的にみると，高出

生力地域出身者率が 3 割を超えるのは，都市連合

体内部の郊外の都市と，N152 号線・NII 号線近辺

の工業都市がほとんどである。これにたいし，バ

ルセロナ市や前沿岸低地のサバデイ（81），タラッ
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図　3　バルセロナ大都市圏の概況．

Fig.　3　Situaci�n general de la Regi� Metropolitana de Barcelona.



サ（86）といった伝統的工業都市では，高度な都

市化・産業化を経たにもかかわらず，高出生力地

域出身者が占める割合はむしろ低めである。

　このような分布パターンには，人口流入の経年

的変化が深くかかわっている。すなわち，産業化

の起点となった伝統的工業都市には 20 世紀初頭

にはすでに多くの流入労働者が到来していたが，

1960 年代の高度成長期になると，これら都市の飽

和と工業立地の分散により，人口流入の中心はバ

ルセロナ市郊外の幹線道路沿いの新興工業都市へ

と移っていった。また，20 世紀前半の流入者の多

くが低出生力地域である東部の出身者であったの

にたいし，1950 年代以降は高出生力地域からの人

口流入が激増した。高出生力地域出身率が伝統的

工業都市で低く，郊外の新興工業都市で高くなる

のはこのような背景による9）。

　人口流入の出生力への影響をみるさいには，流

入者の年齢構成にも留意する必要があろう。じっ

さい，大都市圏人口の出身大地域別構成を年齢別

にみると，高出生力地域出身者は，50 ～ 54 歳を

頂点として中高齢層に偏った分布を示しているこ

とがわかる（図 5）。反対に，出産時期の山にあた

る 20 ～ 34 歳における高出生力地域出身者率は 1

～ 3 割程度にとどまる。このような年齢分布の偏

りは，1960 年代の高度成長期における人口流入が

製造業部門を中心とする若年労働力の需要に対応

していたこと，また 1970 年代後半以降の不況下で

人口流入そのものが激減したことによるものであ

る。また，高齢者に東部出身者が多くみられるの

は，先述のとおり 20 世紀前半の流入者の相当割合

がカタルーニャ地方に相対的に近い東部の出身で

あったことを反映するものである。

III．期間出生力の出身地集団間格差

　1）期間出生力の推計

　出身地集団別に出生力を測定するための資料が

きわめて限られているなかで，バルセロナ市統計

資料センター資料は本稿の目的にかなう数少ない

情報源のひとつである。Ⅱ章でみたように，現在

のバルセロナ市は，人口比からみれば高出生力地

域出身者の典型的な居住地とはいえない。しかし，

164 万人（1991 年）という人口規模を有すること

に加え，低出生力地域出身者を含む長期にわたる

人口流入の結果，周辺の都市に比べても出身地集

団の構成が多様化していることを勘案すれば，各

出身地集団の出生力を十分な観測数を確保しつつ
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図　4　バルセロナ大都市圏における高出生力地域出身者率（1991 年）．

Fig.　4　Peso relativo de los nacidos en la zona de alta fecundidad　: municipios de la Regi� 
　　　　　　Metropolitana de Barcelona（1991）．
　　　　　　（Fuente, Institut d'Estad�stica de Catalunya　: Cens de poblaci�, 1991）



測定するには好適な対象と考えられる。こうした

理由から，本章ではバルセロナ市に絞った分析を

おこなう。

　バルセロナ市統計資料センターは，同市人口に

ついて，国勢調査による出身地別の年齢構成およ

び人口自然動態統計にもとづく出身地別の出生児

数を公表している。しかし，年齢別出生児数が出

身地別に得られないため，合計出生率のように年

齢構造の影響を受けない指標を出身地別に計算す

ることはできない。そこで，竹中（1997）でおこ

なった期間出生力指数による出生力推計法をここ

でも適用することにしたい。期間出生力指数は，

対象人口のある期間の出生児総数を，その人口が

年齢別出生率が判明しているモデル人口と同一の

年齢別出生率を示したと仮定したときに得られる

仮想的出生児数で除した値である10）。このような

指数化により，年齢構造がわかっていても年齢別

の出生児数が把握できないような人口の相対的な

期間出生力水準を，年齢構造の影響をある程度排

除しつつ推計することが可能となる。ただし，ア

メリカ合衆国の宗教集団，ハッタライトをモデル

人口として用いた竹中（1997）とは異なり，本稿

ではバルセロナ市人口の年齢別出生率が判明して

いるので，これをモデル人口として用いることに

した。

　以下，算出された期間出生力指数を用いて，出

身地集団間の出生力格差について考察する。その

さい，上記データがすべて男女別に得られること

に着目して，母親のみならず父親からみた出生力

についても補足的な検討の対象とする。なお，出

身地集団への分解に伴って出生児数の毎年の変動

幅が増大するので，1989 ～ 1991 年の 3 年間の平

均出生児数をもって 1990 年の値とし，あとで検討

する1970年の値についても同様に1969～ 1971年

の平均とした（表 1）。

　まず，1990 年における母親の期間出生力をみる

と，カタルーニャ出身者が 0.96 ともっとも低い値

を示しており，本稿で低出生力地域と位置づけて

いる東部，北部および内陸北部の出身者も 1.00 ～

1.08 の範囲に分布する。これにたいして，高出生

力地域の内陸南部，エストレマドゥーラおよび南

部の出身者はいずれも 1.1 を超える値を示し，とく

に南部出身者は 1.17 と突出している。

　こうした出身地集団による出生力格差は，同じ
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図　5　バルセロナ大都市圏人口の出身大地域別構成（1991 年）．

Fig.　5　Estructura de la poblaci�n por macro-regi�n de origen: Regi� 
　　　　　　　　Metropolitana de Barcelona （1991）．
　　　　　　　　（Fuente,  v�ase la Fig. 4.）



時期における大地域間の出生力格差（図 1）にき

わめて類似しているから，バルセロナ市に住む出

身地集団は，まさしく移動元である大地域の人口

の縮図ということになる。すなわち，竹中（1997）

で指摘したように，高出生力地域からの流入者は，

出身地に典型的な出産行動を移動先の低出生力地

域に持ち込むことにより，流入地の出生力水準を

引き上げているといえる。

　父親の期間出生力指数も基本傾向は母親と同じ

であり，カタルーニャ出身者が他の出身地集団に

比べ明らかに低い値を示している。しかし，流入

者相互の差は，母親の場合に比べて不鮮明である。

母親と父親のいずれからみるかで出身地集団間格

差が若干違ったものになるのは，母親と父親でそ

もそも出産行動への関与のしかたが異なることに

よるのであろうか。あるいは，同一出身地集団で

も配偶者の出身地構成は母親と父親のいずれから

みるかで異なるために，結果としての出産行動に

も差が生じるのであろうか。こうした問題につい

ては，本稿の枠組みを超えるので機会を改めて論

じることにしたい11）。

　ところで，普通出生率の変化が表すように，1970

年代以降の全国的な出生力低下を背景として，バ

ルセロナ市人口も出身地を問わず出生力を著しく

低下させてきている。しかし，この 20 年間の変化

は出生力水準の全般的低下にとどまらず，出身地

集団間の相対的な格差の縮小にもあらわれている。

出生力低下がもっとも遅れたエストレマドゥーラ

および南部の出身者とカタルーニャ出身者の期間

出生力指数には，1970 年当時は 2 倍を超す差が

あったが，1990 年には 1.2 倍程度まで縮まった（表

1）。

　こうした著しい格差縮小の背景には，1960 年代

の高度成長期に高出生力地域から移動してきた流

入者が，居住歴を積むとともに出産行動を少しず

つ変化させていったという，ある種の環境適応の

過程があるものと思われる。じっさい，人口流入

が急減した 1970 年代半ば以降は流入人口の全体

的な加齢が進んだので，直接データでは確認でき

ないが，新生児の親も居住歴の長い層がしだいに

増え，また次節で検討するようにこの間に婚姻を

通じた出身地集団の混淆も進んだ。

　流入者の平均年齢の上昇は，普通出生率の変化

に如実に反映されている。1970 年にはおおむね期
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表　1　バルセロナ市における出身大地域別期間出生力指数（1990／1970 年）．

Tabla　1　�ndice de fecundidad transversal seg�n macro-regi�n de origen　: 
　　　　　　　　　　　Barcelona capital （1990/1970）．

（Fuente, Centre de Documentaci� Estad�stica de Barcelona, Butllet�, 　diversos a�os　; y otros datos 
procedentes del archivo del mismo centro sobre el Padr�n municipal de habitantes de 1970 y el Censo 
de poblaci�n de 1991）



間出生力指数に対応した分布を示していた普通出

生率は，1990 年になると年齢構造による強い歪み

を受け，流入者のほうがカタルーニャ生まれと同

等か，逆にそれを下回る値を示すようになった（表

1）。このことは，活発な人口移動を経験した人口

にあっては，出生力の適切な把握のために本稿で

おこなったような年齢標準化が必要不可欠である

ことをはっきりと示すものである。

　2）出身地集団と婚姻

　これまでの分析では母親・父親各々の側から出

生力を捉えてきたが，婚姻関係が出身地集団に特

徴的な出産行動を保つために重要な役割を果たす

ことは，改めていうまでもないであろう。同一出

身地集団内の婚姻（以下，内婚と略す）の傾向が

強ければ，出身地集団による出産行動の差異は長

期にわたって残りやすいし，反対に内婚傾向が弱

ければ，出身地集団の混淆を通じて出産行動の均

質化が進むと考えられるからである。

　もっとも，出産行動のすべてが婚姻を前提とし

ているわけではないから，本来ならば事実婚を通

じた婚外出生も考慮しなければならないであろう。

スペインにおいて婚外出生が出生全体に占める割

合は，1960 ～ 1970 年代には 2　％程度ときわめて

低い水準にあったが，1980 年代以降上昇し，1991

年には 10.0％となった。とくにカタルーニャでは

婚外出生の増加が著しく，1991 年時点で 11.8％，

バルセロナ市だけをとれば 14.6％とさらに高い比

率になる12）。しかし，こうした数字も他のヨーロッ

パ諸国，とくに北欧諸国に比べればはるかに低い

水準にあるし，少なくとも 1980 年代までは圧倒的

多数は婚内出生であった。よって，以下では統計

資料の得られる婚姻関係に限定して分析を進める

ことにする。

　バルセロナ市統計資料センターは，毎年市に届

出された全婚姻を妻・夫の出身地別に交差集計し

て公表している。そこで，この交差集計表をもと

に内婚傾向の強さを指数化し，経年的推移を検討

する。指数化にあたっては，各年の婚姻のうち妻・

夫の出身大地域が一致する件数を，婚姻関係を結

ぶにさいして妻・夫の出身大地域がまったく独立
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図　6　バルセロナ市における出身地一致指数と人口純移動の推移（1956 ～ 1994 年）．

Fig.　6　Evoluci�n de �ndices de endogamia y saldos migratorios: Barcelona capital （1956―1994）
　　　　　　（Fuente, Centre de Documentaci� Estad�stica de Barcelona, Butllet�, diversos  a�os）



であったと仮定したときに得られる仮想的な出身

大地域一致件数で除した値を用い，以下これを出

身地一致指数とよぶことにする13）。なお，上記デー

タは 1956 ～ 1979 年（1976 年を除く）についてし

か得られず，本稿の対象時期とはややずれるが，

婚姻と出産の時間差も考慮すると，おおよその傾

向を把握するには有益と考えられる。

　以上のように計算された出身地一致指数は，

1965 年の 1.93 を頂点として以後漸減傾向を示し，

1979 年には 1.23 まで低下した。また，こうした出

身地一致指数の推移は，カタルーニャ地方外から

の人口純流入と明らかに連動しているようにみえ

る（図 6）。

　内婚と人口流入の連動については，以下のよう

な解釈が可能であろう。すなわち，Ⅱ章でみたよ

うに，1960 年代の高度成長期におけるバルセロナ

市への人口流入は，製造業部門を中心とする非熟

練労働力の需要に対応していた。移動者が最初か

ら安定した生活を期待できることはほとんどな

かったから，しばしばまず男子が単独移動し，最

低限の生活条件を得ると郷里から嫁を迎え入れ，

バルセロナ市で妻帯した。もちろん，将来の夫婦

が最初から同時にバルセロナ市へ移動し，のちに

結婚することもあったであろう。いずれにせよ，

流入者の婚姻は，バルセロナ市で形成された人間

関係のみならず，郷里での関係の延長線上でおこ

なわれることも多かった。これが，内婚の比率が

人口流入と連動して変化することの基本的な理由

であろう。

　また，1970 年代半ばにエネルギー危機を契機に

人口流入が停滞すると，上述の連動メカニズムは

ほとんど機能しなくなる。その結果，流入者の婚

姻ももっぱらバルセロナ市で形成された人間関係

を基礎とするようになり，内婚の比率が下がった

のである。1980 年代以降については，婚姻に関す

るデータが得られないので確実なことはわからな

い。しかし，地方外からの人口流入そのものがき

わめて少数になっていることから，出身地一致指

数は 1970 年代末から横這いとなり，1 を若干上回

る水準になっている可能性が高いと考えられる。

　内婚の傾向が弱まり，流入者が出身地を異にす

る相手，とくに高い人口比を占めるカタルーニャ

出身者と結婚することが多くなれば，出身地集団

による出産行動の差異もしだいに薄まっていくこ

とになろう。このことを裏付ける意味で，次に出

生に関する出身地一致指数を検討しておきたい。

　出生についても，バルセロナ統計資料センター

が公表している母親・父親の出身地による交差集

計表を利用することができる。婚姻の場合と同様，

出生に関する出身地一致指数とは，毎年市に届出

される出生のうち，両親の出身大地域が合致する

件数を，母親・父親の出身大地域がまったく独立

であると仮定したときに得られる仮想的な出身大

地域一致件数で除した値である14）。ただし，新生

児の両親の出身地が一致する傾向は，そもそも内

婚傾向が存在することに加えて，内婚夫婦が当該

出身地集団に典型的な出産行動を増幅させること

によっても強められる可能性がある。とくに，高

出生力地域出身者においてこのような増幅作用が

起きると，出身地一致指数は少なからず上昇する。

　このように，出生に関する出身地一致指数の解

釈には複雑な面があるが，その経年的推移をみれ

ば，人口流入が激減した 1970 年代後半以降の低下

はきわめて印象的である（図 6）。出生と婚姻では，

交差集計表に含まれる行為主体（婚姻の場合は妻・

夫，出生の場合は母親・父親）が同じではないの

で，出生地一致指数が異なる値を示すのは当然で

ある。しかし，前者が後者よりも一貫して大幅に

高い値を示していることは，出身地が同一の両親

のあいだで上に述べたような出産行動の増幅作用

が起きていることを強く示唆する。いずれにせよ，

1970 年から 1990 年までの 20 年における出身地集

団による出生力格差の縮小が，内婚傾向の希薄化，

およびそれに伴う同一出身地集団内の出生の減少

によって促されたことについては，もはや疑いの

余地がないであろう。

IV．コーホート出生力の基礎行政体間格差

　1）分析方法

　本章では，分析対象を大都市圏を構成する基礎

行政体に拡大し，これまでに議論した人口流入の

出生力への影響を，社会経済的その他の規定要因
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と比較しながら世代間の変化を含めて検討する。

そのさい，1991 年時点で 65 ～ 69 歳，55 ～ 59 歳，

45 ～ 49 歳，35 ～ 39 歳および 25 ～ 29 歳の 5 つの

コーホートを取り上げ，重回帰分析を用いてコー

ホート出生力の規定要因を分析する。また，この

分析を通じて明らかとなる出生力の地域的分布を，

回帰分析には投入できない条件も考慮しつつ解釈

する。資料としては，1991 年国勢調査のうち，上

記 5 つの年齢層のデータを集計利用する。なお，

これらコーホートの生年は，それぞれ 1921 ～ 1925

年，1931 ～ 1935 年，1941 ～ 1945 年，1951 ～ 1955

年，1961 ～ 1965 年となるので，以下，各コーホー

トのもっとも早い生年をとって，21 年コーホート

などと略記する15）。

　そもそも阿藤（1996），ウーズ（1983，190―213），

Delgado y Castro Mart�n（1998）をはじめ多くの

論者が指摘するように，出生力低下の要因には晩

婚・晩産化，婚姻率の低下などの人口学的要因，

近代的避妊法の普及，妊娠中絶の合法化などの出

産抑制にかかわる技術的・法制度的条件の整備，

女性の高学歴化・職場進出，個人主義的価値観の

浸透，青年層の窮乏化などの社会経済的変化，そ

して宗教，伝統，慣習などの文化的要因といった

さまざまなものがある。そして家族政策を中心と

する政策的対応も，現実の出生力水準に一定の影

響を与えていると考えられる。

　しかし，バルセロナ大都市圏内部の出生力格差

を対象とする本稿にとって，出産抑制にかかわる

技術的・法制度的条件の整備は差異化要因として

ほとんど意味をなさない。フランコ体制下（1939

～ 1975 年）では非合法であった避妊器具の販売は，

民主制への転換に伴って 1978 年に合法化され，妊

娠中絶についても 1985 年には一定の条件付きで

合法化された。しかし，これらの変化は全国共通

のものである。また，少子化への政策的対応も，

スペインでは近年ようやく取り組みが始まったと

ころであり，基礎行政体による差が問題になるよ

うな状況ではない。したがって，ここでの課題は

人口流入の出生力への影響を，人口学的，社会経

済的および文化的要因と比較しつつ分析すること

となろう。もっともこれらの側面に限ったところ

で想定できる変数は数多くあるので，次のような

手順により投入変数を絞り込むことにした。

　まず，基礎行政体単位の集計データを用いる以

上出身地集団別の分析はできないので，高出生力

地域出身者率によって出身地別構成が出生力に及

ぼす影響を測るのが適当であろう。ただし，この

データは男女別には得られないので，男女合計値

を変数化せざるを得なかった。

　人口学的要因については，結婚年齢・出産年齢

に関するデータが年齢別に得られないので，女子

未婚率を取り上げるにとどめる。

　また，社会経済的要因について男女別・年齢別

にデータが得られるのは，教育，職業，就業の 3

項目である。このうち出産にたいする制約を表す

と考えられる就業は，女子値のみを就業者が人口

に占める割合として変数化した。教育については

平均教育年数を男女合計および女子のみについて

算出した。しかし，両者の相関係数がいずれのコー

ホートにおいても 0.96 以上ときわめて高い水準に

あるため，結局子ども数との相関がより強い女子

値のみを分析に投入することにした。職業に関し

ては，Caraba�a Morales y G�mez Bueno（1996）

が作成したスペイン統計院「1979 年全国職業分類」

に対応する 3 桁の職業威信スコアを参照し，職業

威信スコアの平均値を算出して職業的地位を表す

変数とした。職業的地位の場合は，そもそも女子

の就業率が低いためか，コーホートにもよる違い

も若干あるが，全体的に男女合計値が女子値より

も子ども数と強い相関を示した。このため，男女

合計値のみを分析に投入することにした。ただし

21 年コーホートについては，就業年齢をすでに過

ぎてしまっている人がほとんどなので，就業率お

よび職業的地位を分析から除外した。

　文化的要因について年齢別データが得られるの

はカタルーニャ語能力のみである。カタルーニャ

語そのものは出産行動に関する価値観を本来内包

しないが，Arango（1980）も指摘するように，あ

る地域で生成された出産行動の拡散を促す媒体と

しての言語の役割は無視できない。国勢調査では，

「聞いて理解できない」「聞いて理解できる」「話せ

る」「読める」「書ける」の 5 分類に該当する数が
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重複を許すかたちで記載されている。そこで，理

解できない以外の 4 分類に各 1 点を与えて合計値

を出し，それを人口で除したものを変数とした。

出身地の場合と同様，男女別データが得られない

ので，合計値を変数化するよりほかなかった。な

お，地域によっては宗教が出生力との関係で問題

となるが，国民の圧倒的多数がカトリック教徒の

スペインでは差異化の要因にはほとんどならず，

また国勢調査にも関係する質問項目がない。

　結果として，回帰分析に投入する説明変数は，

高出生力地域出身者率，女子未婚率，女子教育年

数，男女職業的地位，女子就業率および男女カタ

ルーニャ語能力の計 6 変数で，21 年コーホートの

み職業的地位と就業率を除く 4 変数となった。

　他方，被説明変数であるコーホート出生力の指

標としては，被調査者の女子が調査時点までに産

んだ子どもの合計数，すなわち既往出生児数を用

いる。国勢調査報告では 12 歳以上女子が年齢別・

既往出生児数別に集計されているから，これをも

とに各基礎行政体におけるコーホート別平均既往

出生児数（以下，子ども数と略す）を計算するこ

とができる16）。

　最後に，重回帰分析を実行するさいには，説明

変数・被説明変数ともに平均 0，標準偏差 1 にな

るよう標準化するとともに，できるかぎり少数の

変数で説明力を高め，結果の解釈を容易にするた

めにステップワイズ法を採用した。また，カブリ

ルス（52）およびマタダペーラ（75）の 2 基礎行

政体については回帰分析から除外することにした。

後述するように，これら基礎行政体では子ども数

と規定要因の関係が他の基礎行政体とは著しく異

なっており，これらを含めることによって回帰モ

デルの説明力が低下するばかりか，回帰係数も大

幅に変わってしまうからである。ただし，子ども

数の地域的分布に関する考察のなかでは，回帰分

析から除外した 2 基礎行政体も改めて取り上げる。

　2）重回帰分析の結果

　以上の手続きにより重回帰分析を実行した結果，

投入した説明変数のうち，高出生力地域出身者率，

女子未婚率，女子教育年数および女子就業率の 4

変数が少なくとも 1 つのコーホートにおいて採用

された（表 2）。男女職業的地位は，いずれのコー

ホートにおいてもステップワイズ法による変数選

択の過程で脱落した。またカタルーニャ語能力に

ついては，唯一 52 年コーホートにおいて最下位の

説明変数に選ばれたが，高出生力地域出身者率と

の強い相関ゆえに共線性が発生し，回帰係数が単

相関係数とは逆の符号を示すという結果になった。

このため，52 年コーホートについても結局カタ

ルーニャ語能力を含めない回帰モデルを採用した。

回帰分析の結果に従えば，職業は少なくとも職業

威信スコアが表す範囲では出生力の説明要因とし

て重要とはいえないし，またカタルーニャ語能力

も出身地とは別の自立した説明要因にはなりにく

い。

　採択された 4 つの説明変数の相対的な強さは，

コーホートによって異なる。21 年コーホートでは，

高出生力地域出身者率がもっとも重要であり，次

に女子教育年数，最後に女子未婚率が位置する。

31 年コーホートでも，出身地の規定力がもっとも

強いが，教育と婚姻は横並びに近くなる。さらに

41 年コーホートでは，教育が説明要因から抜け落

ちると同時に，婚姻の規定力が出身地をわずかに

上回るようになる。ただし，決定係数が他のコー

ホートと比べて著しく低いので，回帰モデルの説

明力そのものも弱い。

　51 年コーホートになると，再び教育と婚姻が強

力な説明要因となり，出身地の規定力は大幅に弱

まる。最後に 61 年コーホートでは，出身地の影響

がさらに弱まるとともに，女子就業率があらたな

説明要因として加わる。ただし 61 年コーホートは

いぜん出産年齢の途中にあるため，のちの出産行

動いかんによってコーホート出生力が十分変化し

うることには留意する必要がある。

　以上のような変化を通じて，出身地の規定力が

一貫して弱まるいっぽう，婚姻の影響はしだいに

強まってきている。このうち出身地については，

高出生力地域出身者の占める割合そのものが若年

層において低下していることが部分的に影響して

いると考えられる。しかし，高出生力地域出身者

率がともに約 4 割の 31 年コーホートと 51 年コー

ホート（図 5）を比較しても回帰係数に大きな差
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があることから，出身地集団による子ども数の差

も縮まってきていると判断するのが妥当であろう。

このことは，期間出生力を用いたⅢ章の分析結果

とも符号する。

　また婚姻については，この間に未婚者と既婚者

の子ども数の差が拡大したとは考えにくいので，

未婚率の上昇そのものが強く影響していると解釈

するのが適当であろう。とくに 51 年コーホートお

よび 61 年コーホートでは，バルセロナ市を筆頭に

未婚率が突出して高い基礎行政体がいくつかあら

われたことが，全体としての婚姻の規定力を強め

るのに貢献している。先述のように，スペインで

は婚外出生の占める割合がいぜん比較的小さいた

め，未婚率の上昇が出生力の低下に直結しやすい

のである。なお，21 年コーホートの未婚率があと

に続くコーホートに比べて高いのは，この年齢層

になって急増する寡婦の一部が，調査票で誤って

未婚を選んでいることによる可能性が高い。

　教育水準に関する解釈はより困難であるが，以

下のような仮説を提示しておきたい。教育水準の

子ども数への影響が弱い 31 年コーホートおよび

41 年コーホートは，フランコ体制期前半にあたる

1940 ～ 1950 年代に教育を受けた世代である。この

時期には，第二共和制期（1931 ～ 1936 年）の世

俗主義的な教育改革が否定され，カトリシズムの

教義を根幹とする保守的性格の強い教育がおこな

われた。世俗主義を排し，性道徳と良妻賢母とし

ての女性の役割を説くフランコ体制下の教育は，

出産抑制を罪悪視する価値観を植えつけたばかり

でなく，教育資源の不足と不完全就学とも相俟っ

て，女性の社会進出の足がかりとしての役割をほ

とんど果たしえなかった17）。教育が，価値観の多

様化や女性の社会進出を通じて出生力低下へと結

びつくことがほとんどなかったのは，このような
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表　2　バルセロナ大都市圏における平均既往出生児数に関する
　　　　　　　　　　　ステップワイズ重回帰分析の結果（1991 年）．

括弧内は各変数の平均値を表す．また，空欄は当該変数がステップワイズ法によって除外され
たことを意味する．

Tabla　2　Resultado del an�lisis de regresi�n m�ltiple paso a paso（stepwise regression）
　　　　　　　sobre el n�mero medio de hijos: Regi� Metropolitana de Barcelona（1991）．
El promedio de cada variable est� puesto entre par�ntesis. Las casillas en blanco 
corresponden a las variables desestimadas en el an�lisis de regresi�n paso a paso.

（Fuente, v�ase la Fig. 4.）



教育の性格そのものによるところが大きいのでは

ないか。

　1960 年代の高度成長期になると，就学率の改善

が緩慢ながらもみられるようになり，カトリック

教会の社会的影響力の低下も顕著になった。さら

に 1970 年には，教育総合法制定によって現行制度

につながる近代的教育制度の確立をみることにな

る。51 年コーホートにみられる教育の規定力の強

化は，こうした教育の近代化と女子進学率の上昇

と軌を一にするものである。さらに，61 年コーホー

トでは教育を媒介した女子の労働市場への参入が

出生力低下を促していることが，回帰モデルから

も明確に読み取れるようになる。主婦業に専従す

る女性から高学歴の働く女性へ，といった図式に

表される価値観や行動様式の変化が，出産行動に

も如実に反映されているともいえよう。

　回帰分析の結果は，出産行動にとっての出身地

集団の意味が世代を下るにつれしだいに薄れてき

ていることを示している。たしかに，出身地集団

は，古い世代にとって出生力のもっとも重要な説

明要因であったが，新しい世代の出産行動を決め

ているのは，むしろ婚姻，教育，就業という出身

地を問わず妥当する説明要因である。しかし，こ

のことは出身地集団による出生力格差が完全に消

滅することを意味しない。竹中（1998）で論じた

ように，カタルーニャ出身者と流入者のあいだに

は教育水準や職業にあらわれる社会経済的地位に

今なお著しい隔たりがあるので，たとえ出身地集

団に固有の出産行動が存在しなくとも，各出身地

集団は社会経済的構成の違いを通じて異なった出

生力水準を示しうるからである。

　3）コーホート出生力の地域的分布

　大都市圏全体に共通する要因によってコーホー

ト出生力をどこまで説明できるかを試すのがこれ

までの議論の趣旨であったとすれば，回帰分析で

はうまく捉えられない条件も考慮してコーホート

出生力の地域的分布を検討するのが最後に残され

た課題となる。そのために，高出生力地域出身者

率が同等で，回帰モデルの説明力も近い 31 年コー

ホートと 51 年コーホートを取り上げることにす

る。出産時期の峠をすでに過ぎた 51 年コーホート

が，その後の出産行動により出生力を大きく変化

させる可能性が小さいため 31 年コーホートと比

較しやすいことも，これら 2 つのコーホートを選

んだもうひとつの理由である。

　31 年コーホートにおける子ども数の分布の基本

的特徴は，子ども数の多い基礎行政体が，都市連

合体内部の郊外都市と，N152 号線・NII 号線・A7

号線沿いの工業都市に集中しているということで

ある（図 7a）。とくに，1970 年代以降に建設され，

大規模な工業団地や宅地の造成を可能にした高速

道路A7号線に沿って，子ども数がきわだって高い

都市が散見される。このような分布パターンは，

Ⅱ章で検討した高出生力地域出身者の分布とかな

りの程度まで共通しており（図 4），人口流入の出

生力への影響の強さが改めて確認される。

　しかしより詳細に観察すると，回帰モデルでは

子ども数をうまく説明できなかった基礎行政体の

一部に，居住地としての立地条件や住民の社会的

構成の点で共通の特徴があることがわかる。

　なかでも注目されるのは，回帰分析から除外し

たマタダペーラ（75）である。繊維業都市タラッ

サ（86）郊外の高級住宅地として発達したマタダ

ペーラは，高出生力地域出身者率が大都市圏で最

下位，女子教育年数が最上位と，回帰モデルに従

えば少産の条件を完全なまでに備えていることに

なる。しかし，実際の子ども数は大都市圏で最高

の水準にある。マタダペーラほど顕著ではないが，

やはり回帰分析から除外したバルセロナ市東郊の

カブリルス（52）も，高出生力地域出身者率低水

準，女子教育年数第 2 位と少産の条件が揃ってい

るが，現実の子ども数は中位である。さらに，カ

ブリルスの隣町のカブレーラ・ダ・マル（51），バ

ルセロナ市北郊のサン・クガット・ダル・バリェ

ス（82）および西郊のトゥレーリャス・ダ・リュ

ブラガット（33）も類似した特徴を示し，3 基礎

行政体ともに回帰分析で大きな正の残差を示して

いる。

　上にあげた基礎行政体に共通するのは，教育水

準の高いカタルーニャ出身者が住む，居住環境に

恵まれた山沿い緩斜面の高級一戸建て住宅地であ

るということである。じっさい，1991 年住宅セン
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サスにもとづく平均住宅面積は，マタダペーラの

164　m2 を筆頭に，いずれも大都市圏平均の 84　m2 

を大きく上回っている。つまるところこれらの基

礎行政体は，経済的に余裕があって家族志向の強

い層が，子どもが多くても窮屈せずに生活できる

環境を求めて住む場所，つまり富裕家族型の都市

とみなしうる18）。こうした性格付けは，そもそも

なぜかれらが多くの子どもをもとうとするのかを

説明しないが，結果としてみられる子ども数の地

域的分布を理解するための手助けとしては有効で

あろう。

　回帰分析で大きな負の残差を示した基礎行政体
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図　7　バルセロナ大都市圏における基礎行政体別平均既往出生児数（1991 年）．

Fig.　7　N�mero medio de hijos: municipios de la Regi� Metropolitana de Barcelona（1991）．
　　　　（Fuente, v�ase la Fig. 4.）



のなかにも，特徴を共有するものがある。とくに，

クルナリャ・ダ・リュブラガット（14），ルスピタ

レット・ダ・リュブラガット（39）およびサンタ・

クローマ・ダ・グラマネット（41）は，バルセロ

ナ市と連坦した稠密な住工混在地域をなし，典型

的な工業労働者の居住地となっている。　3 市とも

高出生力地域出身者率が高く，教育水準が低いと

いう，回帰モデルが示す多産の条件を備えている

が，実際の子ども数は平均以下である。

　これらの基礎行政体は，教育水準の低い流入者

が住む居住環境に恵まれない密集市街地であると

いう意味で，さきにみた富裕家族型とはちょうど

反対の性格を示している。平均住宅面積はいずれ

も 70　m2 程度と大都市圏平均と比べてもかなり小

さく，また住宅の質も劣悪なものが多い。結果的

に，これらの市には子どもの養育に適した郊外に

転出しようと望んでもそのための経済的余裕がな

い層が集住することになっているので，密集都市

型とでも命名できよう。リュブラガット川流域の

工業都市，ウレッザ・ダ・ムンサラット（20）も

類似した条件にある19）。

　次に，51 年コーホートについてみると，基本的

な分布パターンは大きくは変わっていないが，子

ども数の多い地域は大都市圏中心部からさらに離

れた郊外の都市へと外延化する傾向にあることが

わかる（図 7b）。とくに，1980 年代以降，通常の

国道から高速道路に拡幅された NII 号線に沿って

位置するアブレーラ（9）やアスパラゲーラ（15）

は，中心部に住む親から独立した子持ち若年夫婦

が住宅を取得して住みつく，郊外の中級住宅地の

典型となっている。また，各郡都においても，家

族形成の場が中心都市から隣接する郊外の都市へ

と移ってきている。ビラフランカ・ダル・パナデ

ス（7）郊外のサン・マルティ・サロカ（2）とサ

ンタ・マルガリーダ・イ・アルス・モンジュス

（5），ビラノーバ・イ・ラ・ジャルトゥル（45）西

郊のクベーリャス（42），マタロ（57）郊外のアル

ジャントーナ（50）などが典型例である。

　31 年コーホートについて富裕家族型と命名した

都市のうち，マタダペーラ（75），カブリルス（52）

およびカブレーラ・ダ・マル（51）は，51 年コー

ホートでも同様の特徴を示している。しかし，バ

ルセロナ市近郊のサン・クガット・ダル・バリェ

ス（82）とトゥレーリャス・ダ・リュブラガット（33）

では子ども数が減り，代わってアレーリャ（47）

が，子ども数は比較的少ないもののこの類型に加

わった。

　密集都市型は，さらに郊外へと拡大していく傾

向にある。51 年コーホートでは，バルセロナ西郊

のアスプルーガス・ダ・リュブラガット（16）と

サン・ジュアン・ダスピ（29）のほか，郡都のグ

ラヌリェス（97）も同様の傾向を示すようになっ

ている。このことは，家族形成の場が郊外に向かっ

て外延化してきているというさきの指摘と表裏一

体の関係にある。

　上にみたような遠郊への若年夫婦の居住は，他

のヨーロッパ諸国と比較して特徴的といわれるス

ペイン人の持ち家志向が根強く残るなかで，1980

年代以降，大都市圏中心部で住宅価格が著しく高

騰したことによって促されたものである。このよ

うな居住地選択にみられる変化は，バルセロナ市

からの人口純流出の推移にも明確に反映されてい

る。すなわち，1970 年代半ばまでバルセロナ市か

らの人口流出のほとんどが郡内の近郊都市に向

かっていたのにたいし，1980 年代以降は郡全体が

飽和状態と化し，郡外の都市への流出が急増して

きている（図 6）20）。

　また，31 年コーホートにはみられなかった新し

い型として，密集都市型と同様大きな負の残差を

示すバルセロナ（38），シッチャス（44），ムンガッ

ト（58），サン・ファリウ・ダ・クディーナス

（110）の 4 基礎行政体をあげることができる。こ

れらの基礎行政体は，女子未婚率および女子就業

率が高いことを特徴としている。そこでは，比較

的高い学歴を有する女子の専門職・事務職を中心

とする労働市場への進出が顕著にみられるので，

すでに議論した世代変化を先取りしているという

意味で，現代型とでも命名することができよう21）。

　そもそも 51 年コーホートに関する回帰モデル

で女子就業率が採用されなかったのは，この世代

の女子就業率が全般にさほど高くなかったことに

よる可能性が高い。とすれば，現代型としてあげ
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た基礎行政体では，回帰モデルに採用されなかっ

た女子就業率が実際には出生力を押し下げる要因

になっているので，大きな負の残差が出ているの

ではないかと考えられる。これにたいし，61 年コー

ホートでは，女子就業率が上昇して出生力への規

定力を強めた結果，回帰モデルにも取り込まれる

ようになり，モデル全体としての説明力が大幅に

高まったのである（表 2）。

V．結　　論

　本稿では，バルセロナ大都市圏への人口流入が

出生力に及ぼす影響を，社会経済的その他の要因

も考慮しつつ，世代間の変化を含めて検討してき

た。結果は以下のように要約される。

　第一に，大都市圏の中心都市であるバルセロナ

市を対象に 1990 年時点の期間出生力を出身地集

団別に推計したところ，高出生力地域出身者が出

身地域に典型的な出産行動を移動後も維持した結

果，全国レベルでみられる出生力の地域差がバル

セロナ市における出身地集団間の差に強く反映さ

れていることが確認された。しかし，こうした格

差も，人口流入が未だ活発であった 1970 年当時に

比べれば大幅に縮まっている。

　第二に，同様にバルセロナ市を対象として出身

地集団の婚姻を通じた出生力への影響を出身地一

致指数を用いて分析したところ，かつては顕著に

みられた内婚傾向が，人口流入の急減と流入者の

定着とともに急速に弱まったことが判明した。ま

た，1970 年代以降における出生力の出身地集団間

格差の縮小が，内婚傾向の希薄化，および内婚を

通じた同一出身地集団内出生の減少によって促さ

れたことも，同時に明らかとなった。

　第三に，バルセロナ大都市圏を構成する基礎行

政体を単位地域として，コーホート出生力の規定

要因を重回帰分析を用いて分析した。その結果，

高出生力地域出身者率のほか，女子未婚率，女子

教育年数および女子就業率が説明要因として重要

であることが判明した。しかしコーホート別にみ

ると，出身地の影響が若年コーホートほど弱まっ

ているのにたいし，婚姻は未婚率の上昇とともに

しだいに規定力を強めている。また，フランコ体

制後期以降における教育の近代化と女子就学率の

上昇に伴って，教育が出産を抑制する傾向が強ま

り，さらに若年コーホートでは，教育を媒介した

女子の労働市場参入が出生力低下を促しているこ

とがわかった。

　最後に，コーホート出生力の地域的分布を検討

した結果，人口流入の出生力への影響が改めて確

認されるとともに，若年コーホートでは子どもを

伴う家族形成の場が，大都市圏中心部から離れた

遠郊都市へと外延化してきていることが判明した。

また，教育水準の高いカタルーニャ人でも，経済

的余裕があり家族志向の強い層は，郊外の広々と

した居住環境のなかで多くの子どもを養っている

こと，また反対に教育水準の低い流入者でも，住

宅事情の劣悪な密集市街地に住む層は相対的に子

どもが少ないことがわかった。

　以上から，高出生力地域からの人口流入は，バ

ルセロナ大都市圏人口の出生力に強い影響力を及

ぼしたが，人口流入そのものが急減し，また未婚

率の上昇や女子の社会進出に代表される社会変化

が進むなかで，出身地集団による出産行動の差異

は希薄化してきていると総括できよう。また，出

生力の地域的分布を理解するうえでは，こうした

一般的要因に加えて居住環境の差や家族形成時に

おける居住地選択の変化，といった都市圏の発達

過程に結びついた地域的条件を考慮することが重

要であることも，改めて強調しておきたい。
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注

　1） 1970 年代後半以降のスペインの民主化の過程で設
置された地方自治体．概ね歴史的・文化的基盤をもっ
た地方の領域に一致するかたちで，1979年から1983年
までに全国で 17 の自治州が成立した．

　2） スペイン語でムニシピオ municipio とよばれる．ス
ペインには制度上市町村の区別がないため，本稿では
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「基礎行政体」という用語をあてているが，表現が煩
瑣になるのを避けるため，適宜「市」と略記する．な
お，本稿における欧文表記はスペイン語を基本として
いるが，地名，団体名などの固有名詞については，現
地の慣習にならい，カタルーニャ語表記を用いる．

　3） 現在のカタルーニャ地方の郡制は 1987 年の自治州
の法律により定められたもので，自治州内の全基礎行
政体がいずれかの郡に帰属する．

　4） 以下，基礎行政体名のあとの括弧内に示された番号
は，図 2 の基礎行政体番号に対応するものとする．

　5） バルセロナ大都市圏の形成史，とくに交通網の整備
と工業団地・宅地の開発については，おもに Font 
Arellano et al．（1999）を参照した．

　6） バルセロナ大都市圏における広域行政については，
おもに Institut d'Estudis Metropolitans de Barcelona 
ed.（1995，10　―13）を参照した．

　7） 竹中（1997）で設定した大地域の範囲を基本的に踏
襲したが，バルセロナ大都市圏人口の出身地別構成を
考慮して若干の変更を加えた．

　8） ある女子が調査時点までに産んだ子どもの合計数を
既往出生児数という．詳しくはⅣ章で論じる．

　9） 大都市圏における人口動態や産業発展の地域的展開
については，おもに Cabr� i Pujadas i R�bies（1990）
を参考にした．

10） 期間出生力指数は次のように定義される．

　　　　　　　B
　　　　If　=　　　　　　　　　　　　　　7

　　　　　　∑f z・P z
　　　　　　　   　 z=1

　ただし，If　：期間出生力指数，B：対象人口の出生児
総数，f  z：モデル人口の年齢別出生率，P z：対象人口の
年齢別人口で， z は 15 ～ 49 歳までの 7 つの年齢 5 歳
階級を表す．さらに詳しくは，ウーズ（1983，167―170），
Nicolau Nos（1990，annexe，55―61）を参照のこと．

11） 2 番目にあげた可能性については，本章 2）で扱う
母親・父親の出身地別の交差集計表を用いて検討を加
えたが，説得的な結論を得ることはできなかった．

12） 事実婚と婚外出生の推移については，Domingo et al．
（1991）を参照した．また，本文中にあげた 1991 年の
数値は，スペイン統計院の 1991 年人口自然動態統計を
もとに算出した．

13） 婚姻に関する出身地一致指数は次のように定義され
る．

　　　　　　　　∑H i

　　　　　　　　　　　i　　　　Ih　=　　　　　　
　　　　　　∑mi・pi　/M
　　　　　　　　　　i

　ただし，Ih：出身地一致指数，H i：内婚件数，M：全
婚姻件数，　mi：女子婚姻件数，pi：男子婚姻件数で，i
は出身大地域を表す．　

14） 出生に関する出身地一致指数は次のように定義さ
れる．

　　　　　　　　∑H i

　　　　　　　　　　　i　　　　Ih　=　　　　　　
　　　　　　∑mi・pi　/B
　　　　　　　　　　i

　ただし，Ih：出身地一致指数，H 
i：両親の出身大地域

が一致する出生児数，　B：出生児総数，m　i：母親からみ
た出生児数，　pi：父親からみた出生児数で，iは出身大
地域を表す．

15） 1991 年国勢調査は1991年3月1日に実施されたので，
たとえば調査時点で 69 歳の女子の大部分は 1921 年生
まれとなる．本稿で，22 年コーホートなどではなく，
21 年コーホートなどと表記しているのは，このためで
ある．

16） 国勢調査報告では，子ども数 8 人以上の女子が一括
表示されているが，それら女子が占める割合は，子ど
も数がもっとも多い 21 年コーホートですら大都市圏
平均で 2.0％ にすぎない．このため，本稿では特別な
補正をおこなわずに，子ども数 8 人以上の女子は，す
べて子ども数 8 人として扱った．

17） 第二共和制からフランコ体制までの教育の性格づけ
については，おもに Tamames（1983，549 ― 562）に
よった．

18） 分類にあたっては，回帰分析から除外したマタダ
ペーラおよびカブリルスを典型的な富裕家族型とみな
し，これに①回帰分析残差＞ s，②住宅面積＞ m ＋ 0.5
　s，③教育水準＞ m ＋ 0.5　s の条件を満たす基礎行政体
を加えた．なお，m と s は，各変数の平均および標準
偏差を示し，下記注 19）21）においても同様とする．

19） ①回帰分析残差＜－ s，②住宅面積＜ m － 0.5　s，③
教育水準＜ m の条件を満たすものを密集都市型とし
た．

20） 大都市圏内の人口移動や郊外住宅地の形成について
は，M�denes Cabrerizo（1998）および Nel･lo et al．

（1998， 17―47）を参考にした．
21） ①回帰分析残差＜－ s，②未婚率＞ m ＋ 0.5　s，④就

業率＞ m ＋ 0.5　s の条件を満たすものを現代型とした．

文　　献

Ajenjo, Marc, Arribas, Ram�n, Blanes, Amand, Mendiz�-
bal, Enric i M�denes Cabrerizo, Juan Antonio （1993）: 
L'evoluci� de la poblaci� de Catalunya en el per�ode 
1986 ―1991: Estancament demogr�　f ic i canvis en la 
distribuci�   territorial de la poblaci�． Centre d'Estudis 
Demogr�fics, Bellaterra, 89p.

Arango, Joaqu�n（1980）:  La teor�a de la transici�n 
demogr�fica y la experiencia hist�rica.  Revista Espa-

　     �ola de Investigaciones Sociol�gicas, 10, Madrid, 169 ―
198.

阿藤 誠 （1996）: 先進諸国の出生率の動向と家族政策 . 阿
藤 誠編 : 先進諸国の人口問題―少子化と家族政策―． 
東京大学出版会 , 11―48.

Cabr�, Anna（1999）: El sistema catal� de reproducci�. 
Cent anys de singularitat demogr�　f ica. Enciclop�dia 
Catalana, Barcelona, 304p.

Cabr�, Anna y Pujadas R�bies, Isabel （1987）: La 
fecundidad en Catalu�a desde 1922. An� l isis y pers-
pectivas. Centre d'Estudis Demogr�fics, Bellaterra, 
35p.

Cabr�, Anna i Pujadas i R�bies, Isabel （1990）: La pobla-
ci�: immigraci� i expansi� demogr�fica. Nadal i 
Oller, Jordi, Maluquer de Motes, Jordi, Sudri� i Triay, 

７７―　　―



Carles i Cabana i Vancells, Francesc eds. : Hist�ria 
econ�mica de la Catalunya contempor�  n ia. Enciclop�dia 
Catalana, Barcelona, 11―128.

Caraba�a Morales, Julio y G�mez Bueno, Carmuca 
（1996）: Escalas de prestigio profesional. Centro de 
Investigaciones Sociol�gicas, Madrid, 207p.

Delgado, Margarita y Castro Mart�n, Teresa （1998）: 
Encuesta de fecundidad y familia 1995 （ FFS）. Centro de 
Investigaciones Sociol�gicas, Madrid, 181p.

Domingo, Andreu, L�pez, Cristina i Rotllant, Elizabet 
（1991）: La fecunditat extramatrimonial en el marc de les 

transformacions familiars. Centre d'Estudis Demogr�-
fics, Bellaterra, 74p.

Font Arellano, Antonio, Llop i Torn�, Carles i Vilanova i 
Claret, Josep M. （1999）:  La construcci� del territori 
metropolit� :  Morfog�nesi de la regi� urbana de Barce-
lona. Mancomunitat de Municipis de l'�rea Metro-
politana de Barcelona, Barcelona, 283p.

Institut d'Estudis Metropolitans de Barcelona ed. 
（1995）: Din�　 m iques metropolitanes a l'�rea i la Regi� 

de Barcelona. Mancomunitat de Municipis de l'�rea 
Metropolitana de Barcelona, Barcelona, 336p.

Leasure, J. William （1962/1963）: Factors involved in the 
decline of fertility in Spain, 1900 ― 1950. Population 
Studies, 16, 271―285.

Livi Bacci, Massimo（1968）: Fertility and nuptiality 
changes in Spain from the late 18th to the early 20th 
century, Part I, II. Population Studies, XXII ― 1, 83 ―102; 
XXII―2, 211―234.

de Miguel, Amando （1984）:  Diez errores sobre la pobla-
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